
概要

１． 四半期ごとに調査を行い、短期的な景気動向を把握する。

２． 令和8年3月1日

３． 当所管内の中小企業等より138社を抽出。

４． 105社（回答率76%）

＊期間表記について

： 令和8年1月～3月

： 令和7年1月～3月

： 令和7年10月～12月

： 令和8年4月～6月

＊ＤＩ値（景気動向指数）について
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　ＤＩ値は、売上、採算、業況などの各項目についての判断の状況を表す指数である。
　ゼロを基準として、プラスの値で景気の上向き傾向を表す回答の割合が多いことを示し、マイ
ナスの値で景気の下向き傾向を表す回答の割合が多いことを示す。したがって、売上高などの実
数値の上昇率を示すものではなく、強気・弱気などの景気感の相対的な広がりを意味する。

「 来 期 」

「前年同期」

「 今 期 」

「 前 期 」

ＤＩ＝（増加・好転などの回答割合）－（減少・悪化などの回答割合）

業界団体



Ⅰ.定例調査 

１．全体概況＜今期（令和8年1月～3月）の全業種の概要＞ 

特に売上高の指標は前期比で大幅下降し、マイナスへ転落。ほぼすべての業種で悪化し、製造業
は「特に悪化」の結果に。寄せられた声からは、材料費と労務費の価格転嫁（全業種）、今後の
受注不安（製造業）といった課題が見て取れた。一方、今後の見通しについては、中東問題が顕
在化する前の時点の調査であったこともあり、一部には改善や楽観の傾向となった。

景気判断ＤＩは、前年同期比、前期比で悪化。

比較 DI 判断 比較 DI 判断 比較 DI 判断

景気判断 ↓ ▲ 10.6 マイナス幅拡大 ↓ ▲ 13.5 マイナス幅拡大 ↑ ▲ 5.8 マイナス幅縮小

業況判断 ↑ ▲ 9.7 マイナス幅縮小 ↓ ▲ 12.6 マイナス幅拡大 ↑ ▲ 12.6 マイナス幅縮小

売上高 ↓ ▲ 4.8 マイナス幅拡大 ↓ ▲ 18.3 マイナス値に転じる ↑ ▲ 3.8 マイナス幅縮小

資金繰り ↓ ▲ 7.6 マイナス幅拡大 ↓ ▲ 10.9 マイナス幅拡大 ↑ ▲ 8.6 マイナス幅縮小

採算〔経常利益〕 ↓ ▲ 14.6 マイナス幅拡大 - - - ↑ ▲ 18.4 マイナス幅縮小

仕入単価 ↑ ▲ 52.5 マイナス幅縮小 - - - ↓ ▲ 53.5 マイナス幅拡大

雇用 ↓ 20.6 プラス幅縮小 - - - ↓ 22.7 プラス幅縮小

事業資金借入難度 ↓ 0.0 プラス幅縮小 ↓ ▲ 1.3 マイナス値に転じる ↓ ▲ 4.0 マイナス値に転じる

借入金利 ↓ ▲ 57.3 マイナス幅拡大 ↓ ▲ 52.0 マイナス幅拡大 ↓ ▲ 53.3 マイナス幅拡大

項　目
前年同期比DI 前期比DI 来期（先行）見通しDI
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当所管内業種別景況天気図（令和8年1月～3月期）

不変 悪化 特に悪化

>= +25.0

特に好転

<= -25.0

好転

凡 例

DI値水準 +24.9～+10.0 +9.9～-9.9 -10.0～-24.9
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２．各指標等 

（１） 景気判断 

前年同期比： DIは▲10.6ポイント。前回調査（▲9.2）から悪化して1.4マイナス幅が拡大した。

前　期　比： DIは▲13.5ポイント。前回調査（▲7.3）から悪化して6.2マイナス幅が拡大した。

来期見通し： DIは▲5.8ポイント。前回調査（▲14.7）から改善して8.9マイナス幅が縮小した。

景気判断ＤＩ（「上昇した企業割合」－「下降した企業割合」の指数）
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前年同期比 前期比 来期見通し

R5/1-3 4-6 7-9 10-12 R6/1-3 4-6 7-9 10-12 R7/1-3 4-6 7-9 10-12 R8/1-3

全業種 前 年 同 期 比
▲ 10.9 ↑ 1.6 ↑ 6.8 ↓ ▲ 4.2 ↓ ▲ 5.8 ↓ ▲ 7.8 ↑ ▲ 7.2 ↑ ▲ 6.3 ↓ ▲ 13.8 ↑ ▲ 12.2 ↑ ▲ 8.4 ↓ ▲ 9.2 ↓ ▲ 10.6

前 期 比
▲ 21.9 ↑ 5.4 ↓ ▲ 12.8 ↑ ▲ 3.1 ↓ ▲ 13.6 ↓ ▲ 16.3 ↑ ▲ 4.8 ↓ ▲ 7.9 ↓ ▲ 18.1 ↓ ▲ 18.3 ↑ ▲ 16.8 ↑ ▲ 7.3 ↓ ▲ 13.5

来 期 見 通 し
▲ 18.0 ↑ 2.3 ↓ ▲ 0.9 ↓ ▲ 9.4 ↓ ▲ 10.8 ↓ ▲ 11.7 ↑ ▲ 6.5 ↓ ▲ 10.4 ↓ ▲ 17.2 ↑ ▲ 10.4 ↓ ▲ 11.3 ↓ ▲ 14.7 ↑ ▲ 5.8

製造業 前 年 同 期 比
▲ 16.7 ↑ 11.5 ↓ 0.0 ↓ ▲ 16.7 ↑ ▲ 5.9 ↑ ▲ 4.0 ↓ ▲ 26.1 ↑ ▲ 8.3 ↑ ▲ 4.3 ↓ ▲ 13.0 ↓ ▲ 15.8 ↓ ▲ 28.6 ↑ ▲ 19.0

前 期 比
▲ 29.2 ↑ ▲ 7.7 ↓ ▲ 12.0 ↑ 5.6 ↓ ▲ 17.6 ↑ ▲ 12.0 ↑ ▲ 8.7 ↑ 0.0 ↓ ▲ 4.3 ↓ ▲ 21.7 ↑ ▲ 15.8 ↑ ▲ 14.3 ↓ ▲ 38.1

来 期 見 通 し
▲ 20.8 ↑ 0.0 ↓ ▲ 12.0 ↑ 0.0 → 0.0 ↓ ▲ 4.0 ↓ ▲ 21.7 ↑ ▲ 12.5 ↑ ▲ 4.3 ↓ ▲ 13.0 ↓ ▲ 36.8 ↑ ▲ 19.0 ↑ ▲ 9.5

建設業 前 年 同 期 比
▲ 23.8 ↑ ▲ 20.0 ↑ ▲ 15.4 ↑ ▲ 11.8 ↓ ▲ 28.6 ↑ ▲ 20.0 ↑ ▲ 12.0 ↑ 8.3 ↓ ▲ 28.6 ↓ ▲ 31.8 ↑ ▲ 20.0 ↓ ▲ 31.8 ↑ ▲ 9.5

前 期 比
▲ 23.8 ↑ ▲ 5.0 ↓ ▲ 46.2 ↑ 5.9 ↓ ▲ 21.4 ↓ ▲ 40.0 ↑ ▲ 4.0 ↑ 4.2 ↓ ▲ 42.9 ↑ ▲ 40.9 ↑ ▲ 20.0 ↑ ▲ 4.5 ↓ ▲ 14.3

来 期 見 通 し
▲ 33.3 ↑ ▲ 15.0 ↑ ▲ 7.7 ↓ ▲ 17.6 ↓ ▲ 21.4 ↓ ▲ 30.0 ↑ ▲ 12.0 ↓ ▲ 12.5 ↓ ▲ 33.3 ↑ ▲ 22.7 ↑ 5.0 ↓ ▲ 22.7 ↓ ▲ 23.8

卸売業 前 年 同 期 比
▲ 16.7 ↓ ▲ 27.3 ↑ ▲ 18.2 ↑ ▲ 12.5 ↑ 0.0 ↑ 14.3 ↓ ▲ 7.1 ↓ ▲ 33.3 ↑ ▲ 16.7 ↓ ▲ 23.1 ↓ ▲ 33.3 ↑ 0.0 → 0.0

前 期 比
▲ 25.0 ↑ 36.4 ↓ ▲ 9.1 ↓ ▲ 25.0 ↑ ▲ 10.0 ↑ ▲ 7.1 ↓ ▲ 14.3 ↓ ▲ 16.7 → ▲ 16.7 ↓ ▲ 23.1 ↓ ▲ 25.0 ↓ ▲ 40.0 ↑ ▲ 10.0

来 期 見 通 し
▲ 16.7 ↑ 9.1 ↓ ▲ 9.1 ↓ ▲ 25.0 ↑ 10.0 ↓ ▲ 14.3 ↓ ▲ 23.1 ↓ ▲ 33.3 ↓ ▲ 41.7 ↑ ▲ 38.5 ↑ ▲ 25.0 ↓ ▲ 30.0 ↑ ▲ 10.0

小売業 前 年 同 期 比
0.0 → 0.0 ↑ 12.9 ↓ ▲ 21.7 ↑ ▲ 4.0 ↓ ▲ 25.0 ↑ 0.0 ↓ ▲ 22.6 ↑ ▲ 17.9 ↓ ▲ 23.1 ↑ 12.0 ↓ 8.0 ↓ ▲ 20.8

前 期 比
▲ 2.8 ↓ ▲ 8.8 ↓ ▲ 12.9 ↓ ▲ 13.0 ↑ ▲ 12.0 ↓ ▲ 15.6 ↑ 0.0 ↓ ▲ 32.3 ↑ ▲ 10.7 ↓ ▲ 15.4 ↑ ▲ 4.0 ↑ 0.0 ↓ ▲ 12.5

来 期 見 通 し
▲ 16.7 ↑ ▲ 5.9 ↑ 3.2 ↓ ▲ 4.3 ↓ ▲ 12.0 ↓ ▲ 18.8 ↑ 0.0 ↓ ▲ 12.9 ↑ ▲ 10.7 ↑ ▲ 3.8 ↓ ▲ 16.0 ↑ 0.0 ↑ 8.3

ｻｰﾋﾞｽ業 前 年 同 期 比
▲ 7.7 ↑ 25.9 ↓ 21.4 ↑ 23.8 ↓ ▲ 3.6 ↑ 0.0 ↑ 10.3 ↓ 6.7 ↓ ▲ 11.1 ↑ 19.2 ↓ ▲ 3.8 ↑ 0.0 → 0.0

前 期 比
▲ 38.5 ↑ 37.0 ↓ 3.6 ↓ 0.0 ↓ ▲ 14.3 ↓ ▲ 15.6 ↑ 0.0 → 0.0 ↓ ▲ 25.9 ↑ 0.0 ↓ ▲ 23.1 ↑ ▲ 3.7 ↑ 4.3

来 期 見 通 し
0.0 ↑ 22.2 ↓ 14.3 ↓ ▲ 14.3 → ▲ 14.3 ↑ ▲ 6.5 ↑ 10.3 ↓ 0.0 ↓ ▲ 18.5 ↑ 3.8 ↓ 0.0 ↓ ▲ 14.8 ↑ 0.0

その他の業 前 年 同 期 比
▲ 11.1 ↑ ▲ 9.1 ↑ 22.2 → 22.2 ↓ 20.0 ↓ 16.7 ↓ ▲ 33.3 ↑ 20.0 → 20.0 ↓ 0.0 → 0.0 ↑ 25.0 ↓ 0.0

前 期 比
▲ 22.2 ↑ ▲ 9.1 ↓ ▲ 22.2 ↑ 0.0 → 0.0 ↑ 16.7 ↓ ▲ 16.7 ↑ 20.0 → 20.0 ↓ 0.0 ↓ ▲ 20.0 ↑ 25.0 ↓ 0.0

来 期 見 通 し
▲ 33.3 ↑ 9.1 ↓ ▲ 11.1 ↑ 0.0 ↓ ▲ 40.0 ↑ 33.3 ↓ 0.0 ↑ 20.0 → 20.0 → 20.0 → 20.0 ↓ 0.0 → 0.0

景気判断ＤＩの推移 
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（２）業況判断

前年同期比： DIは▲9.7ポイント。前回調査（▲13.8）から改善して4.1マイナス幅が縮小した。

前　期　比： DIは▲12.6ポイント。前回調査（▲6.4）から悪化して6.2マイナス幅が拡大した。

来期見通し： DIは▲12.6ポイント。前回調査（▲15.6）から改善して3.0マイナス幅が縮小した。

（３）売上高〔受注額〕

前年同期比： DIは▲4.8ポイント。前回調査（▲1.8）から悪化して3.0マイナス幅が拡大した。

前　期　比： DIは▲18.3ポイント。前回調査（3.7）から悪化して22.0マイナス値に転じた。

来期見通し： DIは▲3.8ポイント。前回調査（▲10.1）から改善して6.3マイナス幅が縮小した。

（４）資金繰り

前年同期比： DIは▲7.6ポイント。前回調査（▲5.0）から悪化して2.6マイナス幅が拡大した。

前　期　比： DIは▲10.9ポイント。前回調査（▲8.9）から悪化して2.0マイナス幅が拡大した。

来期見通し： DIは▲8.6ポイント。前回調査（▲10.9）から改善して2.3マイナス幅が縮小した。

売上高ＤＩ（「増加した企業割合」－「減少した企業割合」の指数）

資金繰りＤＩ（「好転した企業割合」－「悪化した企業割合」の指数）

業況判断ＤＩ（「好転した企業割合」－「悪化した企業割合」の指数）
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（５）採算〔経常利益〕

前年同期比： DIは▲14.6ポイント。前回調査（▲10.1）から悪化して4.5マイナス幅が拡大した。

来期見通し： DIは▲18.4ポイント。前回調査（▲20.2）から改善して1.8マイナス幅が縮小した。

（６）仕入単価

前年同期比： DIは▲52.5ポイント。前回調査（▲65.4）から改善して12.9マイナス幅が縮小した。

来期見通し： DIは▲53.5ポイント。前回調査（▲50.0）から悪化して3.5マイナス幅が拡大した。

（７）雇用

前年同期比： DIは20.6ポイント。前回調査（23.8）から改善して3.2プラス幅が縮小した。

来期見通し： DIは22.7ポイント。前回調査（30.8）から改善して8.1プラス幅が縮小した。

採算ＤＩ（「好転した企業割合」－「悪化した企業割合」の指数）

雇用ＤＩ（「不足気味の企業割合」－「過剰気味の企業割合」の指数）

仕入単価ＤＩ（「下落した企業割合」－「上昇した企業割合」の指数）
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（８）事業資金借入難度

前年同期比： DIは0.0ポイント。前回調査（3.5）から悪化して3.5プラス幅が縮小した。

前　期　比： DIは▲1.3ポイント。前回調査（4.7）から悪化して6.0マイナス値に転じた。

来期見通し： DIは▲4.0ポイント。前回調査（1.2）から悪化して5.2マイナス値に転じた。

（９）借入金利

前年同期比： DIは▲57.3ポイント。前回調査（▲50.0）から悪化して7.3マイナス幅が拡大した。

前　期　比： DIは▲52.0ポイント。前回調査（▲37.5）から悪化して14.5マイナス幅が拡大した。

来期見通し： DIは▲53.3ポイント。前回調査（▲42.5）から悪化して10.8マイナス幅が拡大した。

（10）設備投資
今期設備投資を実施したと回答した企業は23.2%となり、前回調査（27.3%）より4.1%減少した。
来期設備投資を計画している企業は19.8%となり、前回調査(17.7%)より2.1%増加した。

事業資金借入難度ＤＩ（「ゆるやかな企業割合」－「きびしい企業割合」の指数）

借入金利ＤＩ（「下落した企業割合」－「上昇した企業割合」の指数）
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（11）経営上の問題点 

その他

人の問題。人数不足、スキルの偏りなど。

人件費の増加

熟練従業員の育成、確保

原材料価格の高騰

経営上の問題点として、「売上不振」が45件と最も多く挙げられている。次いで、「求人難」が
26件となっている。
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（12）産業別の主な動き 

【製造業】

【建設業】

金利は実際に上がっているし仕入れ単価に関しても実際に上昇している。

いろんなものが上がっているなかで単価があまり変わっていない。

【卸売業】

仕入れ価格上昇分の価格転嫁が未達。

【小売業】

採用難、コスト増は今後も続くと思われる。売上増、付加価値増が課題。

インバウンド売上激減

【サービス業】

仕入れ原価高騰、出張者滞在減少。

仕事はあるが人が足りない。

【その他の業】

売上単価は微増だが借入金利、人件費、それに伴う経費、材料費、設備費全てが大幅上昇。

役務の価格転嫁が進んでいない。残業や育児休業などに対応するため採用を増やしたが、人件費の
増加が今後大きく影響するものと思われる。

円安で海外からの自動車購入意欲が旺盛。流通は引き続き活発だと思うが、国内のユーザーへ
の販売は苦戦。高すぎる。

金利・人件費・仕入等が上昇しており、価格転嫁が間に合わない。しても支出の上昇のほうが大き
い。商品のメーカー生産数が不足しており受注になっても納品まで時間がかかることが増えてい
る。商品の確保＝支払が先にたつので資金繰りが一時的に悪化している。商機はあるが、単純には
売上利益にはつながらない。

思い切って人件費も含め販売価格への転嫁を実施。当然、売上減少を懸念していたが、思いもよら
ず「値上げはやむを得ない」というサイクルが醸成されつつあり、容易に受け入れて頂くと共に売
上減少には繋がらなかった。

主力の自動車関連部品の引き合いは徐々に戻りつつある印象である。しかしながら原材料や人件費
の上昇が販売単価にフル転嫁できておらず、採算面は厳しい状況が続く見通し。雇用面でも新卒・
中途とも採用に苦戦中で派遣社員への依存が高まっていることが課題である。

当面円安による仕入コストの増加が見込まれ、為替リスクのヘッジを継続的に行っていく必要があ
る。

旺盛な設備投資拡大に伴う発注額増加の下、建設業界（元請）は受注価格に転嫁して強気の工事価
格を設定して好調であるが、地方としては価格転嫁が困難であり、資材、人件費高騰との相反によ
り利益を削らざるを得ない。中堅以上の企業の賃上げへの同調が厳しく、地方都市ゆえに希望者も
少なく採用もままならない。

今後の受注が見えにくい中、従業員の給料・休日を増やしていかなければならない事の不安。色々
な業界の方の取引の中での受注状況の間隔が、以前と比べ鈍化している。

景気判断 業況判断 売上高 資金繰り 採算 仕入単価 雇用 借入難度 借入金利

↑ ↑ ↑ ↑ ↓ ↗ ↘ ↘ ↓

景気判断 業況判断 売上高 資金繰り 採算 仕入単価 雇用 借入難度 借入金利

→ → ↓ ↑ ↑ ↑ ↑ → ↓

景気判断 業況判断 売上高 資金繰り 採算 仕入単価 雇用 借入難度 借入金利

↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↑ ↘ ↘ ↓

景気判断 業況判断 売上高 資金繰り 採算 仕入単価 雇用 借入難度 借入金利

→ ↗ ↑ ↘ ↑ ↑ ↘ ↗ →

景気判断 業況判断 売上高 資金繰り 採算 仕入単価 雇用 借入難度 借入金利

↓ → ↓ ↓ ↓ ↑ ↗ ↓ ↑

景気判断 業況判断 売上高 資金繰り 採算 仕入単価 雇用 借入難度 借入金利

↗ ↑ ↗ → → ↘ ↑ → ↑

9



Ⅱ．付帯調査
 １．貴社の法務対応（契約書などの作成・チェック、法令遵守体制の構築など）の状況について、お伺いします。

その他
・ＡＩの活用
・グループ本社法務部が対応
・親会社の法務担当者へ依頼
・本社管理部が対応
・対応が難しい場合は本社に相談
・その都度　専門家に委託

　１－２．法務対応に関して貴社が抱える課題について、選択肢からお選びください（ｎ＝181　複数回答有）

その他
・これからは、AIをどう活用するかが重要と考える。
・その都度選定
・最近気軽に相談できる弁護士と知り合えた。
・必要に応じて顧問弁護士に相談して対応できている。

・法務対応について考えたことがない。

　１－１．貴社の法務担当者設置および外部サービス活用の状況について、選択肢からお選びください
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(ｎ＝136　複数回答有)

・法務対応するような問題がおきないような運営を心掛けており、法務対応に関して課題を抱えているとい
う認識はありません。

5

8

8

5

3

1

1

6

5

6

4

4

1

1

2

1

1

4

4

1

1

1

11

7

6

6

3

2

3

2

1

1

12

10

8

4

8

3

2

1

1

3

2

2

2

1

1

41

36

31

21

19

7

7

5

3

3

1

1

0 10 20 30 40

法務対応に関するノウハウの不足

社内における法務対応意識の不足

法務対応ができる人材の不足

法務対応ができる人材の育成が困難

法改正への情報収集、対応策の策定が困難

契約書の内容を十分に確認できず、不利益な契約を結ぶリスク

法務対応に関する外部相談は敷居が高く、利用を躊躇する

法務対応に関する外部相談先が分からない

顧問弁護士はいるが、気軽に相談できる関係ではない

回答不能

顧問弁護士の探し方が分からない

顧問弁護士の候補はいるが、費用が高額なため契約できない

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 その他の業
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2

1

1

11

7

5

5

2

6

1

2

1

1

12

5

5

2

4

2

1

1

14

5

5

1

1

1

1

3

1

55

24

22

10

8

5

3

3

0 10 20 30 40 50

担当者は設置しておらず、経営者が対応

兼任の担当者がいる（総務・経理などが兼務）

顧問弁護士に対応を依頼

外部のガイドライン・契約書ひな形を活用

外部の支援機関（法テラス、商工会議所など）を活用

外部のデジタルツール（契約書レビューツール等）を活用

専任の担当者がいる

回答不能

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 その他の業



２．取引適正化に関する貴社の状況について、お伺いします。

その他
・適宜協議を実施している。
・案件毎に発注者にご納得いただけるよう努力中

・下請けの価格競争は激化、適正価格での受注困難
・競合他社がいるため、価格転嫁に踏み切れない

・委託事業者として価格改定打診等を行っても、中小受託事業者より返答がなく、協議・交渉の端緒がつか
めないケースがある。

２－１．価格協議、価格交渉の場面における貴社の課題について、選択肢からお選びください
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(ｎ＝110　複数回答有)

２－２．政府は取引適正化の課題の１つに「知財・ノウハウの保護」を掲げ、実態把握やルールの遵守徹底、
取適法等に基づく厳正な指導等の取組を進めています。以下の取組のうち、貴社が存在を知っている施策をお
選びください　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(ｎ＝168　複数回答有)
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1
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3
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1

13

11

1

7

11

5

2

4

1

48

36

13

5

3

0 10 20 30 40 50

課題はない

回答不能

「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」や

「交渉様式」についての取引担当者の認識が不足している

詳細な根拠資料（自社のコスト構造が丸裸になるなど）の

提出を求められ協議を進められない

発注者が協議や交渉の要請に応じない

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 その他の業

8

4

5

3

5

2

3

2

2

2

1

1

4

12

5

6

3

1

2

1

2

1

5

1

1

1

12

3

7

3

5

1

2

1

1

2

1

11

6

2

5

2

3

2

1

2

2

1

3

1

1

2

2

1

39

26

26

17

16

7

7

7

5

5

4

4

3

1

1

0 10 20 30 40

回答不能

労務費の適切な転嫁のための

価格交渉に関する指針

存在を知っているものはない

「取引Ｇメン（旧：下請Ｇメン）」

（取引調査員）による実態調査

「パートナーシップ構築宣言」宣言文ひな形に

おける「知的財産・ノウハウ」の明記

知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針

特許情報プラットフォーム「J-PlatPat」（商標・特許等の
知的財産権や出願情報を検索できるサイト）

営業秘密管理指針

知的財産取引に関する

ガイドライン・契約書のひな形

INPIT知財総合支援窓口
（47都道府県に設置）

スタートアップとの事業連携及び

スタートアップへの出資に関する指針

「知財Ｇメン」（取引調査員）による実態調査

製造業者のノウハウ・知的財産権を対象とした

優越的地位の濫用行為等に関する実態調査報告書

IP ePlat（知財に関するｅラーニングサイト）

オープンイノベーション促進のためのモデル契約書

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 その他の業



２－３．知的財産に関する取引・契約のうち、貴社が実際に経験したことのある行為をお選びください
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(ｎ＝106　複数回答有)
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13
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1
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2
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12

13

9
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1
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4

1

54

43

4

3

1

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0 10 20 30 40 50

経験したことがあるものはない

回答不能

自社の従業員・役員や退職者に、自社の知的財産や

営業秘密を無断で持ち出しされた

自社の技術・ノウハウを不用意に第三者に

開示した結果、模倣品が製造・販売された

秘密保持契約の締結前にも関わらず、

自社のレシピや技術情報等の提供を要求された

自社の技術・ノウハウへの対価を考慮せず

低い対価（買いたたき）を強要された

工場見学や作業場への立入りに応じた結果、

写真撮影をされるなど、自社のノウハウを無断で持ち出しされた

自社のみの一方的な情報開示など、

片務的な内容での秘密保持契約を強要された

取引先から競合他社への自社技術の指導を強要された

自社が保有する知的財産権の

無償譲渡・無償ライセンスを強要された

名ばかりの共同研究を強いられ、

自社が主体である権利を不当に吸い上げられた

自社の知的財産の侵害を受けたが、泣き寝入りした

自社の知的財産の侵害を受け、提訴した

自社の技術やブランドに対する侵害警告を受けた、提訴された

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 その他の業


